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１ 指針改定の趣旨 

 

 「大分県におけるＮＰＯとの協働指針」は、平成１７年３月に策定

したのち、同２４年３月に一度見直しを行いましたが、その後１０年

余りが経過し、県民ニーズや価値観の多様化など、国内外の社会情勢

は大きく変化しています。このような状況を踏まえ、地域の創生を図

るため、ＮＰＯと多様な主体との協働を推進する上でより実効性のあ

る指針として、各主体が協働についての共通理解を促進するよう、改

定を行ったものです。 

大分県は、これまで「多様な主体による地域社会の再構築」を県政

の重要政策として位置づけ、ＮＰＯ人材の育成や活動支援、ＮＰＯポ

ータルサイト・おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」等の情報発信ツ

ールの整備、行政との協働実績の積み重ねや企業との交流機会の拡大、

県協働推進会議等の協働推進体制の整備等、ＮＰＯと多様な主体との

協働を推進するための環境整備に取り組んできました。 

今回の改定では、ＮＰＯ活動及び協働に対する県民理解の促進、Ｎ

ＰＯの自立的活動基盤の強化、協働に向けた支え合いの仕組みの拡充

等を着実に進めていくこととしています。 

改定にあたり、これまでの県協働推進会議の意見、行政や企業のＮ

ＰＯ現場体験に係る参加者や受入れＮＰＯ法人からの聞き取り、県が

行った各種調査結果等の内容を踏まえました。 

 社会情勢が大きく変化し、より柔軟な対応が求められる時代となっ

た今こそ、ＮＰＯ、行政、企業、大学・研究機関、専門機関そして地

域住民等の多様な主体が、共に同じ地域（現場）に立ち、共有の目標

に向け、それぞれの強みや特性を活かして、さまざまな分野で協働す

ることにより、持続可能な地域の創生を図っていくことを目指します。 

  

  

 ＊「協働」とは＊ 

  ＮＰＯや行政、企業、大学・研究機関、専門機関、地域住民等の 

 多様な主体が、それぞれの強みや特性を活かし、対等な関係で、共 

 有の目標を達成するために協力すること 
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２ 指針改定の背景   

（１）社会情勢の変化 

   平成２４年３月改定の大分県におけるＮＰＯとの協働指針「心 

  の通いあう地域づくりのための協働指針～互いに支え合う心豊か 

  な大分県を目指して～」から１０年余りが経過し、その間、少子 

  高齢化・人口減少社会の進行や、県民ニーズ・価値観の多様化、 

  地域コミュニティ機能の低下等により、地域の課題は多岐にわた 

  るとともに複雑化しています。 

また、２０２０年（令和２年）初頭から世界的に大流行した新 

  型コロナウイルス感染症は、本年５月に「５類感染症」に移行す 

  る予定であり、ようやく収束の方向性が見えてきたものの、依然 

  としてその影響は残っており、社会経済の停滞や急速なオンライ 

  ン社会の到来、生活困窮者の増加や人とのつながりの希薄化等、 

  私たちの生活を取り巻く状況は大きく変化しました。 

一方で、２０１５年に始まったＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

に向けた世界的な取組や、株主を重視した短期的な利益追求から 

企業の社会的価値や存在意義を示すパーパス経営、ＥＳＧ（環境・ 

社会・企業統治）投資等、ＮＰＯや企業等を取り巻く環境も大き 

く変化しています。 

企業や大学等においても、ＳＤＧｓを共通の目標として、地域 

   の課題解決に向けた取組が積極的に行われており、今後より一層、 

   多様な主体が、社会の課題を共有し、それぞれの強みや特性を活 

   かして、協働して取り組むことにより、ともに地域を支える大き 

   な力となっていくことが期待されています。 

 

（２）ＮＰＯの定義 

ＮＰＯとは、Non Profit Organization＝「民間の非営利団体」 

  の略称であり、この指針では特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）や 

法人格を持たない任意団体等のことを指します。 

 

＜ＮＰＯ＞ 

 

 

 

 

 

 

ボランティア団体・市民活動団体・地域コミュニティ団体等 

特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 
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「非営利」とは、事業活動で得た収入を役員や会員等で分配しな 

いということで、「無償」という意味ではなく、労働対価（給与） 

の支給が可能です。（一般的に無報酬の「ボランティア」とは異な 

ります。） 

  特にＮＰＯ法人は、活動を継続していくために、事業等により、 

収入を得ていくことが前提となっており、経済的な自立が必要とさ 

れています。 

 

（３）大分県のＮＰＯの状況 

大分県のＮＰＯは、各地域において現場の視点等から、保健・医 

  療・福祉、まちづくり、社会教育、子どもの健全育成、環境保全等 

  さまざまな分野で地域課題の解決に取り組んでおり、公益的サービ 

  スの一翼を担う存在となっている一方で、構成員の高齢化や事業継 

  承等の課題を抱えている状況があります。 

 

①ＮＰＯ法人の概要 

  ア ＮＰＯ法人数 

    大分県のＮＰＯ法人数は、令和４年３月末現在で４５８法人と 

なっており、構成員の高齢化の進行等により、平成２６年度末の 

５０９をピークに減少傾向にあります。 

（資料編：表１ ＮＰＯ法人数の推移） 

 

イ ＮＰＯ法人の活動分野 

    大分県のＮＰＯ法人の活動分野は、①保健・医療・福祉、② 

   まちづくり、③社会教育、④子どもの健全育成等が多くなってい 

   ます。また、他のＮＰＯを支援する役割として「中間支援活動」 

を行うＮＰＯ法人もみられます。 

（資料編：表２ ＮＰＯ法人の活動分野） 

 

   ウ ＮＰＯ法人の所在市町村 

    ＮＰＯ法人の所在地は、大分市と別府市で合わせて約５６％を 

   を占める等、地域的な偏在が顕著となっています。それぞれのＮ 

   ＰＯ法人の活動圏域（単一市町村、複数市町村、県内全域、県を 

   越える圏域等）と合せて勘案する必要がありますが、地域住民等 

   がＮＰＯ法人に相談や支援の依頼を行う際、中山間地域や小規模 

   な自治体等では、近隣にＮＰＯ法人が所在しておらず、支援を得 
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   にくい等、ＮＰＯ法人の地域的偏在が課題になることが考えられ 

   ます。（資料編：表３ ＮＰＯ法人の所在市町村） 

 

②ＮＰＯ団体等の現状把握に関する調査結果 

大分県では、平成２５年度から、中間支援組織である公益財団法 

  人おおいた共創基金と連携し、県内のＮＰＯ（ＮＰＯ法人、任意団 

  体）を対象に現状把握のための調査を実施しています。調査内容は、 

活動分野や活動開始時期、役員・職員の年代等といった基本情報や、 

社会情勢等に応じた個別調査項目を設定して行っています。 

    令和３年度に実施した調査（２年度実績）及び令和４年度調査   

（３年度実績）の主な内容を掲載します。 

 

実施年度 調査対象団体数 有効回収率 

令和３年度 ５６９団体 

（ＮＰＯ法人４５５、任意団体１１４） 

３９．２％ 

令和４年度 

 

５７５団体 

（ＮＰＯ法人４４４、任意団体１３１） 

３４．１％ 

＊調査対象は、各年９月１日時点で、おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」に 

登録している団体 

   

ア ＮＰＯの活動開始時期  

     平成１５～２５年から活動を開始した団体が、全体の約４５％ 

   を占めており、特定非営利活動促進法が施行された平成１０年以 

   降に設立された団体が、全体の約８割となっています。 

（資料編：表４ ＮＰＯの活動開始時期） 

 

イ ＮＰＯ役員・職員の平均年齢  

令和３年度の調査結果によると、６０歳以上の高年齢者が役員 

   の中心となっているＮＰＯが６割以上となっています。また、役 

   員のみで構成されている小規模な団体が約３割にのぼる状況が 

   あります。ＮＰＯが活動を継続・発展していく上で、役員の世代 

   交代を円滑に行っていくことや事業継承を進めることなどが課 

   題となっており、できるだけ現役世代のうちからＮＰＯ活動に積 

   極的に関与できるような仕組みや工夫が必要といえます。 

    職員の平均年齢が、５０歳代や４０歳代である団体が上位にあ 

   ることを考えると、現役世代も一定数ＮＰＯの職員として活動し 

   ていることが分かりますが、若い世代を中心に構成されている団 

   体は少ない状況にあります。 
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    高校生や大学生等教育機関に在籍している時期にＮＰＯ活動 

   に触れ、参加する体験を持つことが必要と考えられますが、その 

   後２０歳代や３０歳代においても、より積極的にＮＰＯ活動に参 

   加・参画できるような社会の仕組みづくりが必要です。 

（資料編：平均年齢 表５ ＮＰＯ役員、表６ ＮＰＯ職員） 

 

ウ ＮＰＯの総収入額、総支出額  

    １，０００万円以上の事業収入を得ている団体（介護保険サー 

   ビス事業や障害福祉サービス事業等の社会福祉事業を行う団体 

   を含む）が約２割ある一方で、事業規模が１００万円に満たない 

   団体が３割強を占めており、資金不足や人材不足等により、安定 

   した活動が困難となっている団体も多くあると考えられます。 

    予算規模の違いは、団体の活動頻度や取組内容に影響を与える 

   と考えられるので、県のＮＰＯに対する施策の立案にあたっては、 

   ターゲットとするＮＰＯを明確にした上で検討する必要があり 

   ます。（資料編：表７ ＮＰＯ総収入額、表８ ＮＰＯ総支出額） 

 

（４）ＮＰＯと多様な主体との協働推進における課題 

社会情勢の変化に伴い、地域のニーズが多様化する中で、機動力

のあるＮＰＯが、その他の主体と共に同じ地域（現場）に立ち、共

有の目標に向け、協働して地域の課題解決に取り組むことが期待さ

れています。 

一方で、構成員の高齢化等に伴うＮＰＯ数の減少や人材・資金不

足などによる運営体制の課題といったＮＰＯの現状があることか

ら、以下の点に留意して、ＮＰＯと多様な主体との協働推進に取り

組みます。 

①各主体に期待される役割 

   ②ＮＰＯとの協働推進のための共通理解の促進 

③ＮＰＯ活動及び協働に対する県民理解の促進 

④ＮＰＯの自立的活動基盤の強化 

⑤協働に向けた支え合いの仕組みの拡充 
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３ ＮＰＯと多様な主体との協働推進にあたって 

（１）協働推進の基本的な考え方 

   県では、地域の課題解決に取り組むＮＰＯと多様な主体との協   

働を推進するため、以下のような考え方に基づき施策を推進します。 

  ・ＮＰＯや行政、企業、大学・研究機関、専門機関、地域住民等そ 

   れぞれの主体が、その他の主体の活動を認識し、交流することに 

   よって相互理解を深め、協働の契機となる。 

  ・利害関心の異なる地域の各主体が、それぞれの特性や立場の違い 

   を認めながら、対等な関係で十分な協議を行い、共有の目標・活 

   動の役割を担うことにより、互いの目的実現に資する有意義な協 

   働となる。 

  ・地域住民一人ひとりが、地域の課題に当事者意識を持つことによ

り、積極的な参加につながる。 

    ・若い世代が、夢や思い、やりがいを持ってＮＰＯ活動ができる環 

   境づくりを行うことにより、持続可能な活動となる。 

 

（２）行政の役割    

①県の役割 

   地域の課題は多岐にわたることから、庁内各部局が連携してＮＰ 

  Ｏと多様な主体との協働による取組を推進することが求められて 

  います。そのため、各部局の主管課長等からなる「協働推進庁内連 

  絡会議」及び各部、各地域で県民との協働を推進するため配置する 

  「協働推進員」の情報共有や連携した取組が重要です。特に県振興 

  局においては、管内の市町村やＮＰＯ、企業等の多様な主体による 

  協働（広域連携含む）を推進する役割が求められています。 

   また、若い世代が、早い時期からＮＰＯの活動にふれる機会を作 

  り、ＮＰＯを身近に感じるとともに、県民がＮＰＯ活動に参加する 

  場を設けるなどの環境づくりも重要となっています。 

 

②市町村の役割 

  地域住民にとって一番身近な自治体として、市町村独自の創意工

夫により、それぞれの地域課題について、市町村の各部局と連携し

ながら、ＮＰＯや企業等とともに考え、公益的な社会貢献活動に対

する地域住民の関心を喚起するような協働の取組を推進する役割を

果たしていくことが求められています。 
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（３）各主体に期待される役割 

①ＮＰＯに期待される役割 

  ＮＰＯは、各地域を拠点に、現場の視点等から公益的な活動を自 

 発的に行っています。高い社会貢献意識のもと明確な活動目標を掲 

 げ、専門的な知識や技術、機動力等を活かした活動を継続的に行う 

 とともに、適切な情報開示・情報発信等により、広く社会から信頼 

 される存在として活躍することが期待されています。 

 地域の課題解決に向けた取組を率先して進めていくことや、地域 

住民が当事者意識をもって地域課題を考えていく支援、あるいはそ 

の気づきを提供するといったこともＮＰＯの役割として求められて 

います。併せて、ＮＰＯ単体で活動するだけでなく、ＮＰＯ同士や 

多様な主体との協働により取り組むことも期待されています。 

 また、特にＮＰＯ法人は、活動を継続していくために、行政や民 

間の各種助成金の活用、自主事業による収入、会費、寄附金等、活 

動内容に沿った収入を得ることにより、経済的な自立を図ることが 

望まれます。 

一方、近年、ＮＰＯ活動において中心的な役割を担ってきた人が、 

高齢化等により活動できなくなったときに、その活動が途切れてし

まうという事例が増加しています。少子高齢化が加速する中、地域

の課題解決に取り組むＮＰＯ活動を持続させる仕組みづくりが重要

となっています。 

 

②企業に期待される役割 

２０１５年から始まったＳＤＧｓの世界的な取組や、２０２０年 

  初頭からの新型コロナウイルス感染症の世界的拡大以降、企業を取 

  り巻く環境や社会の価値観の急速な変化等により、企業に求められ 

  る役割が大きく変わってきています。単なる社会貢献を超えて、企 

  業の本業にパーパスを取り入れた経営やＥＳＧ（環境・社会・企業 

  統治）投資等を重視した取組が求められてきています。若い世代は、 

  社会的意義を重視して仕事を選ぶ傾向が強くなっており、人材確保 

  の面からも、社会の共感を得られやすい企業の取組が求められてい 

  ることから、社会や地域の課題解決に取り組むＮＰＯや多様な主体 

  が協働した取組に参画することは、企業にとっても大きなメリット 

  になると考えられます。 

   企業とＮＰＯ等が、それぞれ自立した対等な関係で歩み寄り、互 

  いの理解を深めながら協働し、社会や地域に新しい価値を生み出す 
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  ことが求められているといえます。 

 

③大学・研究機関、専門機関に期待される役割 

   大学等が、行政やＮＰＯ、企業、地域住民等と連携して地域の課 

  題解決に取り組む機会が増えています。高等教育機関である「知の 

  拠点」として、学生など若い世代を中心とした地域で活躍できる人 

  材の育成を担う役割や、行政やＮＰＯにはない専門的な知識や技術 

  等を広域的な取組として活かす役割が期待されています。   

 

 ④地域住民に期待される役割 

   地域の課題を当事者意識を持って考え、ＮＰＯや行政、企業、大 

  学等の協働主体からのアプローチを受け入れたり、自ら働きかけた 

  りする等、対等な関係で、率直に意見を出し合いながら、地域の課 

  題解決に向けた取組に積極的に参加することが期待されています。 

 

（４）ＮＰＯとの協働推進のための共通理解の促進 

 行政や企業等が、ＮＰＯとの協働を進めるうえで、まず協働によ 

って、より大きな効果が期待できるか等を検討する必要があります。 

 また、協働に係るコスト（費用、人員等）に見合った成果が期待 

されるものであることも必要です。具体的な協働の手法としては、 

事業型と支援型があり、支援型の寄附等は直接支援する場合と市民 

ファンド等を通じて間接的に支援する場合があります。 

 

分 類 形 態 協 働 手 法 の 例 

事業型 事 業 

実 施 

委託、補助、参画、実行委員会・協議会、事業協力、

共催、後援、アダプトシステム等 

 

支援型 

資 金 寄附金、助成金、協賛金等 

人 的 ボランティア参加、技術や専門的知識の提供等 

物 品 物品・製品の提供、施設・設備の貸与等 

 

ＮＰＯ等との協働にあたっては、事業目標・活動を共有できるこ 

  とや、これまでの活動実績等を踏まえながら、協働先を決めていき 

  ます。また、協働することにより双方の目的が実現されるような観 

  点から検討することも重要です。 

協働して事業を実施する際は、役割分担や進捗状況を明確にして 

  情報共有するとともに、対等な関係で、問題点や改善策について意 

  見交換する等、協力し合いながら進めていきます。 

事業終了後は、事業の目標を達成できたか、事業実施や連携は円 
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  滑であったか等について評価し、その結果を各主体間で共有するこ 

  とにより、次の協働の機会に向けて活かしていきます。 

 

４ ＮＰＯと多様な主体との協働推進のための環境整備  

地域課題の解決のためには、行政だけでなく、公益的活動を行って 

 いるＮＰＯが、地域貢献に関心の高い企業等多様な主体と協働するこ 

 とが重要ですが、お互いの活動について接点が少なく、相互理解が進 

 んでいない状況があります。ＮＰＯ、行政、企業等の協働推進のため 

 には、地域の課題を共有し、それぞれの役割の中で強みや特性を活か 

 して取り組んでいくための環境整備が重要です。県では、地域の課題 

 解決に取り組むＮＰＯと多様な主体との協働を推進するため、次のよ 

 うな環境整備に取り組みます。 

 

（１）ＮＰＯ活動及び協働に対する県民理解の促進 

①ＮＰＯやその活動内容に係る情報発信の強化 

・おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」を活用し、積極的な情報発信 

を行います。 

 ・ＳＮＳ（YouTube 等）を活用し、特に若い世代への情報発信に取り 

  組みます。 

 

②協働に係る意識醸成の機会の拡大 

   ＮＰＯのことをあまり知らない人や、ＮＰＯ活動に関心があるが 

  実際の活動に参加したことがない人等に対し、ＮＰＯ活動や協働事 

  例などの情報提供を充実することにより、ＮＰＯへの理解を深め、 

  活動への参加と協力を促進します。 

 

（２）ＮＰＯの自立的活動基盤の強化 

①ＮＰＯの人材及び組織の育成 

・ＮＰＯを総合的に支援する「おおいたボランティア・ＮＰＯセンタ 

ー」において、ＮＰＯ活動を活性化し、持続発展させるため、ＮＰ 

Ｏの段階やニーズに応じた講座やセミナーの開催、運営アドバイザ 

ーの派遣等、人材及び組織の育成や活動資金の確保、事業実施能力 

向上のための支援を行います。 

 ・ＮＰＯ、行政、企業、大学・研究機関、専門機関、地域住民等をつ 

  なぎ、お互いの連携が図れるような環境づくりに取り組みます。 

 ・ＮＰＯ法人設立申請時等の相談や書類作成等のアドバイス、出張個 
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  別相談会の実施等により、ＮＰＯの状況に応じた、きめ細やかな支 

  援を行います。 

 

②中間支援組織等との連携 

  ア 公益財団法人おおいた共創基金 

    おおいた共創基金は、県民や企業等から寄附金を募り、ＮＰＯ 

   の公益的活動を支援するために設立した中間支援組織であり、Ｎ 

   ＰＯ活動を支援する助成事業等を実施しています。 

県は、おおいた共創基金と連携し、ＮＰＯの現状把握調査等を 

    含む「おおいたボランティア・ＮＰＯセンター」事業等を通じて、 

    ＮＰＯの自立的活動基盤の強化を図ります。 

 

  イ 中間支援活動（※）を行うＮＰＯ法人等 

    県は、中間支援活動に取り組むＮＰＯ法人等と連携し、事業の 

   目標を共有できるＮＰＯ同士や、その他多様な主体との協働を推 

進します。    

※特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）で定める「中間支援活動」 

 ＮＰＯ活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助 

 の活動 

 

③ＮＰＯ自身による情報開示・情報発信の充実 

 広くＮＰＯ活動に対する理解を得るためには、ＮＰＯ自身が、団 

体の概要や事業報告等の活動状況を積極的に情報開示・情報発信す 

ることが重要であるため、おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」等 

を活用した、ＮＰＯ自身による情報開示・情報発信を促進します。 

 

（３）協働に向けた支え合いの仕組みの拡充 

①協働機会の拡大 

ア ＮＰＯと多様な主体との協働推進 

（ア）ＮＰＯと行政（県・市町村）との協働 

県では、ＮＰＯと協働することで、より高い効果が期待され 

    る施策について、ＮＰＯと行政（県・市町村）との協働を積極 

    的に推進しています。ＮＰＯと行政（県・市町村）との協働施 

    策件数は、平成２７年度の９４８件を基点として、令和元年度 

    まで毎年度増加しています。令和２年度は、新型コロナウイル 

    ス感染拡大の影響による行事やイベント開催の中止等により、 
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    初めて減少しましたが、その後回復し、令和３年度の実績は 

    １，２６３件となっており、順調に増加しています。 

（資料編：表９ ＮＰＯと行政(県・市町村)との協働施策件数） 

 

（イ）ＮＰＯ同士や多様な主体との協働 

      県では、各地域において現場の視点等から活動するＮＰＯが、 

    他のＮＰＯや多様な主体と共に同じ地域（現場）で課題解決に 

    取り組む事業を支援します。 

      また、中間支援活動を行うＮＰＯ法人等との連携を推進しま 

        す。 

 

  イ ＮＰＯの現場体験 

（ア）行政のＮＰＯ現場体験研修 

      県では、行政職員がＮＰＯやその活動を理解する機会とする 

    ため、平成２２年度から「ＮＰＯ現場体験研修～飛び出せ公務 

    員プロジェクト～」を実施しています。平成２４年度からは、 

    市町村職員も参加し、令和４年度末現在で、延べ３１８人（県 

    ２５７人、市町村６１人）が参加し、業務におけるＮＰＯとの 

    協働の推進を図るとともに、行政職員の地域活動参加のきっか 

    けとしています。 

    （資料編：表１０ 行政のＮＰＯ現場体験研修 参加職員数） 

 

（イ）企業のＮＰＯ現場体験活動 

     企業との協働を進めるうえで、企業側から「ＮＰＯの実態が 

    わからない」といった声が寄せられることから、県では、令和 

    ３年度から「企業のＮＰＯ現場体験活動」を実施しています。 

    企業の職員がＮＰＯ活動を体験し、その内容を広報したりセミ 

    ナー等で報告したりすることにより、広く県民に対し、ＮＰＯ 

    と多様な主体との協働についての理解促進を図ります。 

 

②防災・災害復興期等の取組 

近年、全国各地で自然災害が発生し、甚大な被害が発生していま 

  す。また、南海トラフ巨大地震等に備え、災害時における被災者支 

  援に取り組むＮＰＯやボランティアの活動促進にむけた取組が重 

  要となっています。 

災害時において被災者の生活支援に取り組む「災害ボランティア 
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  センター」は、市町村社会福祉協議会が中心となり、市町村や商工 

  団体、自治会、ＮＰＯ等の支援を受けて設置・運営されますが、迅 

  速かつきめ細やかな支援活動を行うためには、平時から地域におけ 

  る各種団体との連携・協力体制の構築が必要です。 

県では、県社会福祉協議会と連携し、災害ボランティアセンター 

  の円滑な設置及び運営を行うための災害ボランティアセンター運 

  営リーダー・スタッフ研修や活動支援等を行うとともに、平時から 

  顔の見える関係づくりを行うため、県振興局及び市町村社会福祉協 

  議会等と連携し、市町村の災害ボランティアセンター・ネットワー 

  ク連絡会等の設置・運営に取り組んでいます。 

 また、県社会福祉協議会は、地域の「災害対応力の向上」、支援 

者側の「防災・発災時・復興期、各フェーズに応じた対応力の向上」、 

さらには「災害時要配慮者の支援」といった総合的な観点から、令 

和４年９月１日に「災害ボランティア・福祉支援センター（常設型 

災害ボランティアセンター）」を開設しました。 

今後とも、県社会福祉協議会やＮＰＯ、関係団体等と連携しなが 

  ら、平時から顔の見える関係づくりや防災・災害復興期等の活動に 

  むけた支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-12-



 
 

５ 県における協働推進体制の整備 

（１）大分県協働推進会議の意見の尊重 

大分県における「ＮＰＯと多様な主体との協働推進」については、 

本指針に基づき設置されている「大分県協働推進会議」における検 

討内容や意見を尊重し、県の施策に反映させるとともに、その趣旨 

を幅広く活かしていけるよう周知に努めます。 

 

（２）協働推進庁内連絡会議及び協働推進員等の活性化 

県として、ＮＰＯと多様な主体との協働を推進するためには、庁 

内の部局間連携を強化し、取り組んでいくことが重要です。 

そのため、各部局が連携して組織する「協働推進庁内連絡会議」 

  及び各部、各地域で県民との協働を推進するため配置する「協働推 

  進員」等と連携して、本指針の趣旨に基づき、庁内各部局において、 

  さらなる協働を進めるとともに、庁内全体が共通認識のもと、部局 

  間連携を図りながら施策を推進するため、会議等の活性化を図りま 

  す。 

   また、特に６つの県振興局においては、地域創生部及び総務部か 

  ら各１名の協働推進員を配置し、市町村のＮＰＯ担当課との合同会 

議での情報共有や意見交換を行うとともに、ＮＰＯの地域偏在の問 

題等について、県及び市町村が協力・連携して、広域での地域課題 

解決及び地域の活性化を図るため取組を強化していきます。 

 

（３）指針に基づく取組の進行管理 

本指針に基づく取組の進行管理については、毎年度、進捗状況を 

  把握し、その内容を大分県協働推進会議に報告し、意見を求めると 

  ともに、県のホームページ等で公表します。 

また、毎年度当初の市町村ＮＰＯ担当課長等及び県協働推進員会 

議において、前年度のＮＰＯと行政との協働施策実績等について、 

内容の情報共有及び意見交換等を行うとともに、必要に応じて、協 

働推進庁内連絡会議を開催し、各部局間の課題意識の共有や調整等 

を図ることにより、指針に基づく取組の進行管理を行います。 
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